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MSC漁業認証規格

適切に管理された持続可能な漁業であるかを審査するた
めに適用されるのがMSC漁業認証規格です。本規格に
は、国際的に認知されている最新の水産科学および漁業
管理が反映されています。

MSC漁業認証プロセス

漁業認証プロセスは審査機関のためのマニュアルで、漁
業規格に照らして漁業を審査するためのプロセスが示さ
れたものです。また、漁業が認証の対象となるかを決定す
るための適用範囲を規定しています。

MSC CoC認証規格

MSC CoC認証規格は、持続可能なMSC認証漁業からの
水産物が、追跡可能であり、認証水産物と非認証水産物
とが確実に分別されていることを保証するためのもので
す。

 
ASC-MSC海藻認証規格

ASC-MSC海藻認証規格は、持続可能で社会的に責任
ある海藻の採取と養殖のための要求事項を定めたもので
す。

漁業認証に関する書類はホームページよりダウンロードで
きます。

はじめに MSCの規格

本文書はMSC漁業認証プロセスについて、2020年に実
施される変更の概要を記したものです。MSC（海洋管理
協議会）は、ステークホルダーからのフィードバックを反映
し、世界の最優良事例に沿うよう定期的に規格を見直して
います。

漁業認証プロセス第2.2版は2020年3月25日に発行

適合性審査機関（以下審査機関）は、2020年9月25日以
降に実施するすべての初回審査、再認証審査、監査、認証範
囲の拡大、および臨時監査の実施において、改定された漁
業認証プロセス第2.2版を適用しなければなりません。

MSC漁業認証規格の変更はありません。

Cover image: © David Loftus / MSC
This page: © Anastasia Palagutina / Unsplash

https://www.msc.org/jp/forbusinessesjp/fisheryJP/fisherydocument
https://www.msc.org/jp/forbusinessesjp/fisheryJP/fisherydocument
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MSC漁業認証プロセスの変更点

審査単位の規定（ページ6）を改定し、認証漁業が対象種
を漁獲する際に、同じ漁具を使用して認証漁法と非認証
漁法を併用することがないようにしました。 

MSC認証漁業においてシャーク・フィニングが行なわれて
いないことを確実に保証するために、シャーク・フィニン
グに関する新たな要求事項（ページ7）を導入しました。

漁業審査へのステークホルダーの参加における透明性の
向上のために(ページ8)、情報提供の方法、およびそれに
対する審査機関の対応方法を改善しました。

漁業の改善に向けた条件の設定、モニタリング、完了につ
いての審査員の報告のあり方についての要求事項を強化
することで、漁業の改善措置に関する報告内容を強化しま
した（ページ9）。

臨時監査の基準を改善し（ページ10）、漁業の状況に変
化が生じた場合、もしくは重要な情報が新たに入ってきた
場合にのみこれを実施することとしました。

論争解決のプロセスと漁業認証プロセスとを分けることで、
異議申し立て手続きの迅速化を図りました（ページ11）。

© Istock / Bank_ZM

MSCは、広く認知されている水産科学および漁業管理の
最優良事例に基づいた規格を提供し続けるため、すべての
プログラム文書について定期的な見直しを行っています。
これによって、規格の適用を向上させ、ステークホルダー
やMSC独自のモニタリング・システムによって提起された
問題に対処しています。

漁業認証プロセスについては、おおよそ3年毎に見直しを
実施することにより、審査プロセスの効率性、有効性、信頼
性の維持に努めています。第2.2版の変更内容は、2017
年に始められた見直しの結果を反映させたものです。

MSCの規格策定についての詳細はホームページをご覧く
ださい。

MSC漁業認証プロセスの見直し 

https://www.msc.org/standards-and-certification/developing-our-standards/the-fisheries-standard-review
https://www.msc.org/standards-and-certification/developing-our-standards/the-fisheries-standard-review
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審査単位の規定

UoA（審査単位）はMSC漁業認証規格に照らし合わせて
審査される範囲を示すものであるのに対し、UoC（認証
単位）は認証の適用範囲を示すものです。 

これまでは、漁具がどのように使用されているか（漁法や
漁のやり方）によってUoAおよびUoCを規定することが
できましたが、変更後はこれができなくなりました。つま
り、審査においては、同じ漁具を使ったすべての漁法もし
くは漁のやり方が及ぼす影響が検証されます。これによ
り、一度の航海で同じ対象資源を認証漁法と非認証漁法
を併用して漁獲することを防ぐことができるようになりま
す。

 
初回認証審査に入る漁業については、2020年9月25日
より新規定が適用されます。認証取得済み、あるいは認証
審査中の漁業については、2023年3月まで適用の猶予が
あり、監査もしくは認証範囲の拡大の際にこれを適用する
ことができます。

変更点

今回の変更では、UoAとUoCの規定から「漁法」と
「漁のやり方」の二つの用語を削除しました。これに
より、UoAおよびUoCは、対象種と漁具、そして漁船
団、漁船あるいは個々の漁業者によって規定され、
漁具がどのような形で使用されているかは考慮され
なくなりました。

例えば、素群れマグロとFAD（人工浮き漁礁）に集ま
るマグロの両方を漁獲するまき網マグロ漁業は、素
群マグロ漁獲漁業だけで認証を申請することができ
なくなり、FADを使用して漁獲する漁業も審査単位
に含めなければなりません。

漁業の操業区域も規定されることとなり、これによっ
て認証水産物のトレーサビリティが向上することに
なります。 シャーク・フィニングに関する要求事項の強化

MSC漁業認証規格では、シャークフィニング（サメのヒレ
を切り落とし、残った体を海に廃棄する行為）は禁じられ
ています。審査機関は、原則１（資源の持続可能性）およ
び原則2（環境への影響を最小限に抑える）について漁業
を採点する際、シャークフィニングが行われていないこと
を検証しなければなりません。

漁業認証プロセスの適格性基準は、漁業が審査および認
証の対象となるかどうかの判断基準を示したものです。

シャークフィニングに関する
要求事項の今後の改定

MSCは、漁業認証規格の現行の要求事項を策定してから
今日に至るまで、シャークフィニングの防止に関連する最
優良事例にどのような進展がみられるかについて継続的
な調査を行なっています。

この調査の対象には、世界的に奨励されるようになったFins 
Naturally Attached 方針（ヒレだけでなく、サメの魚体す
べてを水揚げする方針）も含まれています。詳しくはシャーク
フィニングの撲滅に関するMSCのホームページをご覧くだ
さい。
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変更点

MSC認証漁業においてシャークフィニングが行なわ
れていないということを確実なものにするために新
たな適格基準を導入しました。

2020年9月より、シャークフィニングに関して有罪判
決を受けた漁業会社や漁業者の漁船は、少なくとも
2年間、MSC漁業認証を申請することができません。

また、これまでのシャークフィニングに対する要求事
項の解釈を撤回することになりました。これは、漁業
においてシャークフィニングが「体系的に」行われて
はおらず、モニタリング、制御、監視システムによって
シャークフィニングを検出することができ、適切な制
裁措置が取られる場合には個別のシャークフィニン
グは認められる、という解釈であり、効果的なモニタ
リングと制御システムを奨励したものでしたが、ステ
ークホルダーからは、解釈の適用に一貫性がないと
いう懸念が示されました。これを受けて、審査員は今
後この解釈を適用してはならず、漁業認証規格が規
定するシャークフィニングに関する要求事項のみに
基づいて漁業を審査しなければなりません。 

監査もしくは審査中にシャークフィニングの証拠が見
つかった場合には、違法行為を行った漁船を漁業の
認証単位から外さないかぎり、認証が一時停止され
ることになります。

審査単位には認証漁船、生態系、対象魚種、対象種を同じくする他のすべての船舶が含まれます。

© Istock / Sitade

https://www.msc.org/jp/media-centre/press-releases/msc%E3%81%8C-%E5%8C%BA%E5%88%86%E5%8C%96-%E3%81%A8%E3%82%B7%E3%83%A3%E3%83%BC%E3%82%AF%E3%83%95%E3%82%A3%E3%83%8B%E3%83%B3%E3%82%B0%E3%81%AB%E9%96%A2%E3%81%99%E3%82%8B%E5%85%AC%E9%96%8B%E5%8D%94%E8%AD%B0%E3%82%92%E9%96%8B%E5%A7%8B
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MSC漁業認証規格は、漁業の持続可能性を、最低限の要
求事項、最優良事例、最高水準、の三つのレベルで評価す
るように策定されています。認証を取得するためには、漁
業は、規格の三原則のいずれにおいても、概して最優良事
例のレベルに達していなければなりません。 

業績評価指標の得点が最優良事例に満たない場合、漁業
は最優良事例に向けた改善の進捗状況を毎年実証し、特
別な事情がない限り、5年以内かつ再認証を申請するまで
に最優良例に到達しなければなりません。改善に向けた
要求事項は条件と呼ばれるものです。

条件付きの認証を取得した漁業の改善に向けた進捗状況
についての審査員による報告方法を改善しました。これに
より、条件が付けられた理由、進捗状況のモニタリング方
法、そして条件が満たされるまでの過程の透明性向上を図
ります。審査機関は、改善に向けた要求事項（条件）の詳
細な情報を認証審査報告書および監査報告書に盛り込み
ます。

条件の持ち越しと再付与

年次監査、認証範囲の拡大、もしくは臨時監査の際に設定
された条件については、再認証の期間まで持ち越しが認
められます。条件の達成までに最大５年間の猶予が与え
られるため、再認証の期間まで差しかかることがあるから
です。

漁業認証規格が改定されSG80レベルに求められる業績
が引き上げられた場合（すなわち持続可能性の閾値が引
き上げられた場合）や条件が達成されてから状況に変化
が生じた場合には、条件が改めて付される可能性がありま
す。

ステークホルダーの漁業の審査への
参加のあり方を改善 
ステークホルダーは、漁業審査を行うえで不可欠な情報
源です。MSCは、審査におけるステークホルダーからの
情報提供の方法、および提供された情報・意見に対する
審査機関の回答方法を改善しました。

ステークホルダー・インプット用テンプレートの改善、お
よびステークホルダーと審査機関とのより円滑な意見交
換によって、ステークホルダーのインプットとそれに対す
る審査機関の回答がより透明性の高いものとなります。

漁業の改善に向けた
進捗状況の報告に関する改善（条件）

変更点

審査機関は、すべての認証審査報告書において、条
件達成の期限を明確に示さなければなりません。 認
証有効期間よりも長い期限を設定する場合には、そ
の正当性を示す特別な事情についても明記する必要
があります。

再認証審査報告書において、新規の条件でないもの
があれば、審査機関はその旨を明確に示さなければ
なりません。これについては、以前の認証の条件がそ
のまま引き継がれる場合や、一旦は達成したものの
再度付された場合などが挙げられます。条件の書き
直しは、再認証審査が漁業認証規格の改定版に則り
行われる場合のみ可能です。

条件が持ち越されたり、再度付されたり、書き直され
たりした場合、審査機関はその理由を説明しなけれ
ばなりません。再認証審査で条件が満たされたこと
が確認された場合には、その旨を明確に記述しなけ
ればなりません。MSCでは、条件の持ち越しや再度
の付与が起こりうるシナリオを明確に示しています。

審査機関は、監査報告書において、条件達成に向け
た進捗状況や監査中に条件が達成されたか否かを
明確にしなければなりません。新たな条件を設定し
た場合や期限に変更があった場合にもその旨を記さ
なければなりません。

また、条件達成に向けた進展が見られない場合や期
限が守られなかった場合には、進展の実証もしくは
条件の達成まで認証が一時停止されることをより明
確にしました。条件達成に向けた進展が十分でなか
ったり、期限までに条件を満たすことができなかった
ために認証が一時停止された漁業クライアントは、
再認証審査に入ることができません。

変更点

ステークホルダー・インプット用テンプレートを修正
し、審査員がステークホルダーのコメントに対してど
のように回答したかを確認しやすくしました。

漁業審査への関与を希望するステークホルダー
は、MSCのホームページからステークホルダー・イ
ンプット用テンプレートをダウンロードすることがで
きます。ステークホルダーはこのテンプレートを使っ
て審査入りコメント用報告書案（ADCR）に対するコ
メントおよび現地視察時におけるコメントを審査機
関に対し提供することができます。審査機関はテン
プレートに書かれたコメントに対して回答し、パブリ
ックコメント用報告書案（PCDR）の公開時にTrack 
a Fisheryウェブサイトに記入済みのテンプレートを
アップロードします。ステークホルダーは30日以内
に報告書案、およびコメントへの審査機関の回答を
検討することになります。

ステークホルダーは審査機関の回答をフォローし、そ
れに対してさらにインプットを行うことができます。
その場合は、コメント済みのステークホルダー・イン
プット用テンプレートをダウンロードし、コメントを
追加した後、審査機関にメールで送信します。審査機
関は追加コメントに回答し、ステークホルダーと審
査機関との意見交換を記録したテンプレートを公開
用認証報告書に盛り込みます。

漁業認証審査へのステークホルダーからの情報提供と審査機関の対応
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© The ocean agency / xl catlin seaview survey

https://www.msc.org/for-business/certification-bodies/supporting-documents
https://www.msc.org/for-business/certification-bodies/supporting-documents
https://fisheries.msc.org/en/fisheries/?_ga=2.45118369.427052945.1600147643-898544232.1520579492
https://fisheries.msc.org/en/fisheries/?_ga=2.45118369.427052945.1600147643-898544232.1520579492
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臨時監査の明確化

Western Austalia rock lobster fishermen © Matt 
Watson / MSC

漁業の認証状況に影響を及ぼしかねない変化が生じた場
合には、審査機関はMSC漁業認証規格を満たしているか
どうかを確認するために監査を行わなければなりません。
これは臨時監査と呼ばれ、新たな情報が入ってきたことに
よって実施されることもあります。臨時監査は迅速に行わ
れ、漁業の変化による影響や新たな情報を中心に検証が
行われます。

変更点

臨時監査が行われる要件を変更しました。今後は、漁
業の変化、もしくは新たな情報によって認証状況に
変化が生じる可能性のある場合にのみ臨時監査が実
施されることになります。つまり、漁業がMSC漁業認
証規格に適合しなくなったか、あるいは認証範囲に変
化が生じた場合のみです。新たな条件の付与だけで
漁業の変化や新しい情報に対応できる場合には、審
査機関は次に予定されている年次監査を待って対応
することができます。

プロセスの堂々巡りを回避するために、「情報の見直
し」として臨時監査を行うオプションは削除されまし
た。また、関連する専門性を有する審査チームのリー
ダーが、新たな情報を検証した上で臨時監査が必要
となるか否かを判断するということと、年次監査で臨
時監査の対応ができるということを明確にするため
に、要求事項を改善しました。

審査や再審査の際に臨時監査の必要性が見られた場
合には、審査機関は審査（再認証審査）と並行して臨
時監査を実施します。審査（再認証審査）の期間中に
どのように臨時監査を行うかについては詳細な要求
事項を追加しました。

また、MSC漁業認証規格に照らし合わせて漁業を採
点する際に審査チームの参考となる情報は、現地視
察の最終日までに提供されなければならないことを
明確にしました。現地視察後に新たな情報が入ってき
た場合で、それが漁業認証規格への適合に影響を及
ぼす可能性がある場合には、臨時監査が行われる要
因となります。この場合、臨時監査は審査あるいは再
審査と並行して行われます。漁業は現地視察の段階
で利用可能な情報を基に認証されますが、臨時監査
の結果、漁業認証規格に適合していないことが判明
した場合、その漁業の認証は取得後直ちに一時停止
されます。このアプローチにより、特定された問題が
解決されれば漁業の一時停止は解除され、再びMSC
プログラムに参加できることになります。

異議申し立て手続きの独立化  

審査プロセスの最後に、ステークホルダーが審査機関に
対して異議申し立てをする機会があります。これはMSC
漁業認証プロセスの付属文書である異議申し立て手続き
によって規定されています。

ステークホルダーが異議申し立てをすることが
できる内容

2019年3月に漁業認証プロセスの第2.1版を発行した際
に、審査プロセスの最後にステークホルダーが異議申し立
てをすることができる内容について変更を行いました。そ
の一部として、審査機関が付した条件についての異議申し
立てはできなくなりました。

条件の付与が必要か否かの判断となる得点については、
ステークホルダーは引き続き異議申し立てをすることが
できます。また、条件を解決していくために漁業から提出
された行動計画を受理するか否かの審査機関の判断につ
いても、ステークホルダーは異議申し立てを行うことがで
きます。

変更点

これまで漁業認証プロセスの附属文書に含まれて
いた異議申し立て手続きについての内容を分離さ
せ、別途、MSC論争解決プロセス（MSC Disputes 
Process）という文書を作成しました。これによっ
て、論争解決プロセスの改善を、漁業認証プロセ
スの見直しとは別に行うことができるようになり
ます。MSCによる保証の検証（MSC Assurance 
Review）では、論争を解決するための最善方法を模
索しており、その結果はMSC論争解決プロセスに盛
り込まれることになります。

漁業認証に関する書類はホームページよりご覧いた
だけます。

重大な新規情報を受け取った後の監査と評価の可能性

© MSC/Frank Peters
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